
 

 

南部学校給食センターＰＦＩ整備運営事業 

基本協定書（案） 

 

 大垣市（以下「市」という。）、並びに［   ］1（以下「本代表企業」という。）、［   ］

2及び［   ］3（本代表企業を含め、以下「本構成員」という。）並びに［   ］4及び

［   ］5（以下「本協力企業」という。）は、市が全ての本構成員及び本協力企業（以下

「本落札者」という。）を落札者として決定した南部学校給食センターＰＦＩ整備運営事業

（以下「本事業」という。）に関して、全ての本構成員が本事業を実施するために今後設立

する事業者（この協定第 1 条で定義された意味を有する。）及び市の間における本事業仮契

約（この協定第 3 条第 1 項で定義された意味を有する。）及び本事業契約（この協定第 5 条

第 1 項で定義された意味を有する。）の締結並びに事業者が発行する株式（以下「本株式」

という。）に関する基本的な事項等に関して、次のとおりこの基本協定（以下「本協定」と

いう。）を締結する。 

 

（事業者の設立） 

第 1 条 全ての本構成員は、連帯して、本協定締結後速やかに、本事業を遂行することの

みを目的とした会社法（平成 17 年法律第 86 号）上の株式会社（以下「事業者」という。）

を設立し、事業者の商業登記簿の謄本又は履歴事項全部証明書、定款の原本証明付写し及

び株主名簿の原本証明付写しを市に対して提出する。 

 

（事業者の株主） 

第 2 条 各本構成員は、事業者の設立に際し、本協定添付別表 1 の当該本構成員の「出資

株式数」の欄に記載された数の本株式を引き受け、かつ同別表 1 の当該本構成員の「払込

金額合計金額」の欄に記載された金額につき当該本株式の引き受けに係る払込を行う。6

2 いずれの本構成員も、市の事前の書面による承諾がある場合7を除き、当該本構成員が保

有する本株式（事業者の設立後に発行された本株式を含むが、これに限定されない。）に

関して、譲渡、担保権の設定又はその他一切の処分を行わない。 

                                                  
1 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
2 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
3 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
4 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
5 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
6 大垣市 注：各本構成員は少なくとも 1 株の本株式を引き受ける必要がございます。また、

本代表企業が事業者の総株主の議決権のうち最も多くの議決権を保有する必要がございま

す。なお、本構成員以外の者が本株式を引き受けることはできません。 
7大垣市 注：本構成員が事業資金をプロジェクトファイナンスで調達する場合で、市及び

金融機関との間で市が合理的に満足する内容の直接協定が締結されるときには、市は当該

承諾を致します。 
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3 各本構成員は、事業者が設立後に新株を発行する場合には、市の事前の書面による承諾

がある場合を除き、本協定添付別表 1 記載の当該本構成員の「持株比率」の欄に記載され

た比率（以下「本持株比率」という。）に変更が生じないように、当該新株を引き受ける。 

4 全ての本構成員は、連帯して、本条第 3 項で規定された場合のほか、事業者をして、新

株予約権及び新株予約権付社債その他種類の如何を問わず、事業者が新株を発行し又は自

己保有株式を処分する義務を負うこととなる契約、決議その他の行為をさせず、本持株比

率を維持する。 

 

（本事業仮契約） 

第 3 条 市及び各本落札者は、市が平成 19 年 9 月 28 日付で公表した「南部学校給食セン

ターＰＦＩ整備運営事業入札説明書」（その後の追加、修正及び補足を含み、以下「入札

説明書」という。）、並びに全ての本落札者が、市に対して平成［ ］年［ ］月［ ］8日

付で提出した本事業に関する提案（その後の追加、修正及び補足を含む。）に基づき、市

及び事業者の間で速やかに本事業の実施に関する南部学校給食センターＰＦＩ整備運営

事業に関する事業契約の仮契約（以下「本事業仮契約」という。）が締結されるように、

それぞれ最大限の努力を尽くす。 

2 本事業仮契約が締結される前に本落札者のいずれかが入札説明書に含まれる参加資格

の全部又は一部を満たさなくなった場合には、市は、事業者と本事業仮契約を締結しない

ことができる。 

 

（本事業仮契約の不締結） 

第 4 条 市の責めに帰すことのできない事由により平成 20 年 5 月［ ］日9までに市及び事

業者の間で本事業仮契約が締結されない場合には、市は、各本落札者との本事業仮契約の

締結交渉を終了させ、かつ本協定を解除することができ、この場合、市は、本事業の準備

に関して発生したいかなる本構成員の費用も負担しない。 

2 いかなる本落札者の責めにも帰すことのできない事由により平成 20 年 5 月［ ］日10ま

でに市及び事業者の間で本事業仮契約が締結されない場合には、全ての本落札者は、共同

して、市との本事業仮契約の締結交渉を終了させ、かつ本協定を解除することができ、こ

の場合、いかなる本落札者も、本事業の準備に関して発生した市の費用を負担しない。 

 

（議会の議決） 

第 5 条 第 3 条第 1 項で規定された本事業仮契約の締結後、民間資金等の活用による公共

施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第 9 条で規定された市の

                                                  
8 大垣市 注：提案書の提出日が記入されます。 
9 大垣市 注：市及び本落札者の協議により定められた日付が記入されます。 
10大垣市 注：市及び本落札者の協議により定められた日付が記入されます。 
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議会の議決がなされた場合には、当該議決がなされた日に、市は、本事業仮契約で規定さ

れた内容及び条件に従って、本事業の実施に関する南部学校給食センターＰＦＩ整備運営

事業に関する事業契約（以下「本事業契約」という。）を本契約として事業者との間で締

結し、各本落札者は、事業者をして本事業契約を市との間で締結せしめる。本事業仮契約

の締結日から 4 ヶ月以内に当該議会の議決がなされない場合には、本事業仮契約は当該締

結日から 4か月が経過した日に当然に失効する。この場合、いかなる本落札者も、本事業

の準備に関して発生した市の費用を負担せず、また市は、本事業の準備に関して発生した

いかなる本落札者の費用をも負担しない。 

2 全ての本構成員は、前項の規定に従って本事業契約が締結されるのと同時に、本協定添

付別紙 1 の様式による出資者差入書（以下「本出資者差入書」という。）を市に対して提

出する。 

 

（計算書類の提出） 

第 6 条 各本落札者は、本協定締結後、本事業契約に規定された事業期間が終了するまで

の期間に計算書類を作成した場合には、速やかに当該計算書類の写しを、市に対して提出

する。なお、本条において計算書類とは、会社法第 435 条第 2 項に規定された当該本落札

者の各事業年度に係る計算書類（同項に規定された貸借対照表及び損益計算書並びに会社

計算規則第 91 条第 1 項に規定された株主資本等変動計算書及び個別注記表をいう。）及び

事業報告並びにこれらの附属明細書、会社法第441条第1項に規定された臨時計算書類（同

項で定義された臨時決算日における貸借対照表及び当該臨時決算日の属する当該本落札

者の事業年度の初日から臨時決算日までの期間に係る損益計算書をいう。）、会社法第 444

条第 1 項に規定された当該本落札者の各事業年度に係る連結計算書類（会社計算規則第

93 条に規定された連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表をいう。）、当該本落札者に会社法第 436 条第 1 項若しくは第 2 項、第 441 条第 2

項又は第444条第4項の規定の適用がある場合における監査報告又は会計監査報告並びに

当該本落札者が作成した連結及び単体の貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び注記表をいう。 

 

（秘密保持） 

第 7 条 市は、本協定の内容及び本事業に関して各本落札者より開示された情報につき、

本代表企業の事前の書面による承諾がある場合を除き、第三者に開示せず、かつ本協定の

目的以外の目的には使用しない。 

2 各本落札者は、本協定の内容及び本事業に関し市より開示された情報につき、市の事前

の書面による承諾がある場合を除き、第三者に開示せず、かつ本協定の目的以外の目的に

は使用しない。 

3 本条第 1項及び第 2項の規定は、次の各号のいずれかに該当する情報については、適用
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されない。 

(1) 開示の時点で公知となっており、又は開示を受けた当事者による本協定上の義

務違反によることなく公知となった情報 

(2) 開示の時点で開示を受けた当事者が既に保有していた情報 

(3) 開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報 

4 本協定の各当事者は、本条第 1項及び第 2項の規定にかかわらず、次の各号のいずれか

に該当する場合には、当該目的に合理的に必要な限度で、合理的に必要な情報を開示し、

使用することができる。 

(1) 弁護士その他本事業に関わる当該当事者のアドバイザー及び金融機関に本条で

規定された内容と実質的に同じ内容の守秘義務を課して開示する場合 

(2) 裁判所により開示が命ぜられた場合 

(3) 市が情報公開条例に基づき開示を求められた場合 

(4) 市が議会に開示する場合 

(5) その他法令に基づき開示する場合 

 

（有効期間） 

第 8 条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日から第 5 条第 1 項で規定されたとお

り本事業契約が締結され、かつ本事業契約において規定された本事業の事業期間が終了す

る日までとする。但し、第 2 条第 3項及び第 4項の効力は、第 5 条第 2 項の規定に従って

全ての本構成員が市に対して本出資者差入書を提出した日までとする。また、第 7 条及び

第 9 条の効力は、本協定の解除又は有効期間満了後も有効に存続する。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第 9 条 本協定は、日本国の法令等に準拠し、これに従って解釈される。 

2 本協定に関連して発生した全ての紛争につき岐阜地方裁判所を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

 

本協定締結の証として、本協定書を[ ]11通作成し、市及び各本落札者がそれぞれ記名捺印

の上、各自 1 通を保有する。 

 

平成[ ]年[ ]月[ ]日12

 

大垣市： 

 

                                                  
11 大垣市 注：本落札者の数プラス 1 の数が記入されます。 
12 大垣市 注：基本協定の締結日が記入されます。 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

［  ］13（代表企業）： 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

［  ］14： 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

［  ］15： 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

［  ］16： 

 

                                                  
13 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
14 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
15 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
16 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

［  ］17： 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                                  
17 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
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別表 1 

出資株式数、払込金額合計金額及び持株比率 

 

本構成員の商号又は名称 出資株式数 払込金額合計金額 持株比率 

[  ]18（代表企業） [  ] [  ] [  ]パーセント

[  ]19 [  ] [  ] [  ]パーセント

[  ]20 [  ] [  ] [  ]パーセント

 

以 上 

                                                  
18 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
19 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
20 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
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別紙 1 

出資者差入書の様式 

 

出 資 者 差 入 書 

 

平成[ ]年[ ]月[ ]日21

 

大垣市長 殿 

 

 [  ]（代表企業）22、[  ]23及び[  ]24（以下「出資者」という。）は、大垣市（以

下「市」という｡）及び［  ］25（以下「事業者」という。）との間で、本日付で締結され

た南部学校給食センターＰＦＩ整備運営事業（以下「本事業」という｡）に関する事業契約

（以下「本事業契約」という。）に関し、この出資者差入書（以下「本書」という。）を市

に対して差し入れる。なお、本書において用いられる用語は、本書で別途定義されたもの

を除き、市並びに各出資者、[  ]26及び[  ]27の間で締結された平成[ ]年[ ]月[ ]

日28付南部学校給食センターＰＦＩ整備運営事業基本協定において定義された意味を有す

る。 

 

（表明及び保証） 

第 1 条 全ての出資者は、市に対して、本日付をもって、次の各号に掲げる事項を表明し、

かつ当該事項が真実かつ正確であることを保証する。 

(1) 事業者は日本法の下で適法に設立され、有効に存続する株式会社であり、本事

業契約を締結し、本事業契約に基づく義務を履行するために必要な権利能力及

び行為能力を有していること。 

(2) 本事業契約上の事業者の義務は、適法、有効かつ法的に拘束力のある事業者の

義務であり、かつ本事業契約の各規定に従って事業者に対して履行強制可能で

あること。 

(3) 事業者による本事業契約の締結及びその履行に関して、事業者に対し適用のあ

る法令、事業者の定款その他社内規則上必要とされる事業者の一切の社内手続

                                                  
21 大垣市 注：事業契約の本契約としての効力が生ずる日が記入されます。 
22 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
23 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
24 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
25 大垣市 注：事業者の名称が記入されます。 
26 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
27 大垣市 注：協力企業（もし存在すれば）の名称が記入されます。 
28 大垣市 注：基本協定の締結日が記入されます。 
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が有効に履践されており、これらの手続に関する違反がないこと。 

(4) 事業者を代表して本事業契約に署名又は記名捺印する者は、法令、事業者の定

款その他の社内規則で必要とされる手続に基づき、事業者を代表して本契約に

署名又は記名捺印する権限を付与されていること。 

(5) 事業者の本日現在の発行済株式の総数は[ ]29株であり、全て有効に発行され、

かつ全額払込済みであること。事業者につき、新株予約権及び新株予約権付社

債その他種類の如何を問わず、事業者が新株を発行し又は自己保有株式を処分

する義務を負うこととなる権利、契約又は決議等は存在しないこと。各出資者

の事業者に対する出資株式数、当該株式の払込金額合計金額及び持株比率は、

次のとおりであること。出資者以外には事業者の株主は存在しないこと。 

 

出資者の商号又は名

称 

出資株式数 払込金額合計金額 持株比率 

[  ]30（代表企業） [  ] [  ] [  ]パーセント 

[  ]31 [  ] [  ] [  ]パーセント 

[  ]32 [  ] [  ] [  ]パーセント 

 

2 本条第1項において全ての出資者が表明及び保証したいずれかの事由が真実又は正確で

なかった場合には、全ての出資者は、連帯して、これにより市が被った費用、損害及びそ

の他の全ての損失を市に対して補償する。 

 

（誓約） 

第 2 条 全ての出資者は、市に対して、本日より本事業契約が終了するまでの期間につき、

連帯して、次の各号に掲げる事項を遵守することを誓約する。 

(1) いかなる出資者も、市の事前の書面による承諾がある場合を除き33、当該出資者

が保有する事業者が発行する株式（事業者の設立後に発行された株式を含むが、

これに限定されない。）に関して、譲渡、担保権の設定又はその他一切の処分を

行わない。但し、いずれかの出資者が事業者が発行する株式を譲渡することを

希望して市の事前の書面による承諾を求めた場合で、当該株式譲渡がなされて

も事業者による本事業の遂行に悪影響を及ぼすおそれがないときには、市は、

                                                  
29 大垣市 注：この出資者差入書の日付現在の事業者の発行済株式の総数が記入されます。 
30 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
31 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
32 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
33 大垣市 注：本構成員が事業資金をプロジェクトファイナンスで調達する場合で、市及

び金融機関との間で市が合理的に満足する内容の直接協定が締結されるときには、市は当

該承諾を致します。 
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当該承諾を与えるか否かにつき、当該出資者と誠実に協議する。 

(2) 各出資者は、事業者が新株を発行する際は、第 1 条第 1 項第 5 号の表記載の当

該出資者の「持株比率」の欄に記載された比率（但し、本項第 1 号の規定に従

って事業者が発行する株式を譲渡された場合には、当該譲渡後の当該出資者の

持株比率）（以下「本持株比率」という。）に変更が生じないように当該新株を

引き受ける。 

(3) 全ての出資者は、本項第 2 号で規定された場合のほか、事業者をして、新株予

約権及び新株予約権付社債その他種類の如何を問わず、事業者が新株を発行し

又は自己保有株式を処分する義務を負うこととなる契約、決議その他の行為を

させず、本持株比率を維持する。 

2 いずれかの出資者が本条第1項で規定された義務のいずれかに違反した場合には、全て

の出資者は、連帯して、これにより市が被った全ての損害及び費用を市に対して補償する。 

 

以 上 

 

 

［  ］34(代表企業）： 

 

 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

［  ］35： 

 

 

 

 

 

 

                                                  
34 大垣市 注：代表企業の名称が記入されます。 
35 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
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＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

［  ］36： 

 

 

 

 

 

 

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

                                                  
36 大垣市 注：代表企業以外の各本構成員の名称が記入されます。 
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